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Ⅰ．平成 30 年度に行った又は行う予定の防災意識の醸成・向上を 

図るための事業 

 

 

〈セミナー、シンポジウム等〉 

（１） 日本経済団体連合会 

① 開催済 防災・国土強靭化に関する講演会 

平成 30 年 4 月 26 日、ＫＫＲホテル東京 

首都直下地震への対応をテーマに、外部から講師を招き、企業経営者向けに講演

会を開催 

② 開催済 リスクマネジメント講座 

平成 30 年 12 月 13 日、26 日 

BCP の策定・見直しなどをテーマに、外部から講師を招き、講座を開催 

③ 開催済 企業行動憲章シンポジウム 

平成 30 年 12 月 17 日 

自然災害への危機管理の徹底など企業の行動原則を定めている「企業行動憲章」

を周知するため、シンポジウムを開催 

 

（２） 経済同友会 

① 開催済 防災に関する講演会 

平成 30 年 9 月 28 日、第一ホテル東京 

企業経営者に求められる防災・減災対策をテーマに、会員向けに講演会を開催 

② 開催済 防災に関する講演会 

平成 30 年 10 月 19 日、日本工業倶楽部 

経済同友会幹事会において、幹事向けに講演会を開催 

③ 開催済 防災に関する講演会 

平成 30 年 12 月 14 日、日本工業倶楽部 

巨大災害への対策と企業に求められる役割をテーマに、会員向けに講演会を開催 

④ 予定 震災復興・防災シンポジウム 

平成 31 年 3 月 9 日、仙台 

大規模災害からの復興及び防災に関するシンポジウムを会員等向けに開催予定 

⑤ 通年 震災復興プロジェクト 

平成 23 年 4 月発足。東日本大震災の復興支援等に関し会員等に発信 
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（３） 日本労働組合総連合会 

開催済 「連合 いのちを守る絆フォーラム 2018」 

平成 30 年 6 月 6 日 17：00～18：30、オリエンタルホテル東京ベイ 

パネルディスカッション「震災を風化させない～今私たちにできること～」 

東日本大震災や熊本地震を振り返り、防災・減災について発信 

 

（４） 日本青年会議所 

① 開催済 レジリエンスサミット 

平成 30 年 5 月～7 月、全国各地 

災害リスクに備えて必要な対策と、その実現に関するワークショップを市民向けに開催 

② 開催済 ＪＶＯＡＤ 第 3 回全国フォーラム 

平成 30 年 6 月 12 日、13 日、国際ファッションセンター 

ブース出展 

 

（５） 国立大学協会 

① 開催済 九州地区 防災・減災シンポジウム in 宮崎 2018 

～東九州で想定され、来るべきメガ自然災害”の脅威と備えを考える～ 

平成 30 年 11 月 9 日、宮日会館 

東九州における防災・減災に係るシンポジウムを一般向けに開催 

② 開催済 日本一の原子力立地 福井県における防災危機管理 VII  

「原子力防災における緊急被ばく医療」 

平成 30 年 11 月 17 日、きらめきみなと館 

原子力防災に係るシンポジウムを一般向けに開催 

③ 開催済 九州大学北部豪雨災害支援団報告会 

～九州北部豪雨災害から学ぶ復興と地域再生～ 

平成 30 年 11 月 17 日、サンライズ杷木大ホール 

2017 年九州豪雨災害調査・復旧支援団の活動内容等に係る報告会を一般向けに開催 

④ 開催済 震災復興支援・災害科学研究推進室第７回シンポジウム 

平成 30 年 11 月 30 日、神戸大学百年記念館六甲ホール 

震災復興支援・災害科学研究推進に係るシンポジウムを一般向けに開催 

⑤ 開催済 国際防災・危機管理研究岩手会議 

平成 30 年 7 月 17 日～7 月 20 日、アイーナいわて県民情報交流センター 

大規模災害、緊急対応、地域復興をテーマとしたシンポジウム等を一般向けに開催 

⑥ 開催済 防災人材交流シンポジウム「つなぎ舎」 

平成 30 年 10 月 8 日、オアシス 21「銀河の広場」 

防災人材交流に係るシンポジウムを防災関係 NPO 及びボランティア関係者向けに開催 
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⑦ 開催済 災害後の復旧・復興へ－学校・地域と大学がともにできること－ 

平成 30 年 10 月 13 日、情報交流センター Big・U 

災害後の復旧、復興をテーマとしたシンポジウムを一般向けに開催 

⑧ 開催済 平成 30 年度郷土づくりシンポジウム 

～豪雨に起因する土砂・流木による河川災害を考える～ 

平成 30 年 10 月 26 日、鳥取県立倉吉未来中心ホール 

河川災害に係るシンポジウムを一般向けに開催 

⑨ 開催済 シンポジウム「南九州固有の地域防災と地域強靱化の最新動向」 

平成 30 年 11 月 10 日、鹿児島大学稲盛会館 キミ＆ケサメモリアールホール 

地域防災と地域強靱化の最新動向に係るシンポジウムを一般向けに開催 

⑩ 開催済 南海トラフ巨大地震から地域を守る 

－防災人材育成と事前復興デザインへの取り組み－ 

平成 30 年 11 月 13 日、愛媛大学南加記念ホール 

防災人材育成と事前復興デザインに係るシンポジウムを一般向けに開催 

 

（６） 公立大学協会 

開催済 LINKtopos 2018（平成３０年度全国公立大学学生大会） 

平成 30 年 10 月 6～8 日 静岡県立焼津青少年の家、静岡県立大学 

公立大学生が取り組む地域活動を共有し、研鑽・交流を図る大会を公立大学の学生、

教職員向けに開催 

 

（７） 日本学術会議、防災学術連携体 

① 開催済 公開シンポジウム「西日本豪雨災害の緊急報告会」 

（日本学術会議防災減災学術連携委員会・日本学術会議土木工学・

建築学委員会 主催） 

平成 30 年 9 月 10 日、日本学術会議講堂 

平成 30 年 7 月豪雨に関する学会間の情報交流を進め、今後の対策を検討、台風

21 号及び北海道胆振東部地震についての緊急の概要報告 

② 開催済 「西日本豪雨・市民への緊急メッセージ」記者発表会 

平成 30 年 7 月 22 日、日本建築学会会議室 

平成 30 年 7 月豪雨を受けて、市民向けに啓蒙メッセージを発信 

URL： http://janet-dr.com/050_saigaiji/2018/050_2018_gouu/20180722_emergencymessage/2018gouu_0 722_emessage.html 

③ 予定 日本学術会議学術フォーラム（日本学術会議 主催） 

平成 31 年 3 月 12 日、日本学術会議講堂 

「平成 30 年夏に複合的に連続発生した自然災害と学会調査報告」をテーマに、 

各学会が調査報告  
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（８） 日本放送協会 

① 開催済 ＮＨＫ福岡防災ステーション 

平成 30 年 5 月 26 日～27 日 

参加・体験型の防災イベントを開催 

② 開催済 愛媛防災シンポジウム 

平成 30 年 6 月 2 日 

避難に関する課題や解決のための取り組みについて、専門家や行政、自治会の会長等が

意見交換を行うシンポジウムを愛媛新聞社等とともに開催 

③ 開催済 宮城県名取市「ＮＨＫ公開復興サポート」 

平成 30 年 6 月 24 日  

「明日へつなげるコンサート」、「被災地からの声」等１０番組収録、「クローズアップ現代＋

トークイベント」、「非常食のクッキング教室」等のイベントを開催、約 14,000 人が参加 

④ 開催済 岩手県大槌町「ＮＨＫ公開復興サポート」 

平成 30 年 11 月 25 日 

「明日へつなげるコンサート」、「未来塾」等８番組収録、「わが町のインクルーシブ防災」や

非常食を使った料理教室等のイベントを開催、約 4,500 人が参加 

 

（９） 日本歯科医師会 

開催済 第 17 回警察歯科医会全国大会  

平成 30 年 8 月 25 日、ホテル日航熊本 

「熊本地震から“繋ぐ”支援活動と警察歯科のあり方」に関し、震災関連死の概況に

関する結果の考察を含めた支援活動の検証等を開催 

 

（１０） 日本薬剤師会 

開催済 第 51 回日本薬剤師会学術大会  

平成 30 年 9 月 23 日（日）、ＡＮＡクラウンプラザホテル金沢（石川県金沢市） 

「モバイルファーマシーサミット」の開催 

 

（１１） 日本消防協会 

① 開催済 平成 30 年度少年消防クラブ交流会全国大会 

平成 30 年 8 月 1 日-3 日、千葉県浦安市  

少年消防クラブ員が消防の実践的な活動の合同訓練等を通じて他の少年消防クラブ

との親睦を深めるとともに消防団等から被災経験、災害への備え等を学習 

② 開催済 「地域防災を担う人づくり」国際シンポジウム 

平成 30 年 9 月 19 日、都市センターホテル 

国内外の地域防災リーダー育成に取り組む事例や今後の推進方法について意見交換 
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③ 開催済 全国女性消防団員活性化滋賀大会 

平成 30 年 11 月 9 日、滋賀県大津市 滋賀県立体育館 

全国の女性消防団員が消防団活動や先進的取り組みについて情報交換 

  

（１２） 日本障害フォーラム 

開催済 障害インクルーシブな防災について考える 

～誰もとりのこされない防災への実践～ 

平成 30 年 12 月 20 日、戸山サンライズ 2 階 大研修室 

障害インクルーシブな防災の実践に向けた事例報告 

 

（１３） 日本赤十字社 

開催済・予定 赤十字防災セミナー 

平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日 

防災・減災に関する知識・意識・技術の普及向上と、地域において災害発生時の応急

対応にあたるリーダー層を育成するため、一般市民向けに、日赤各都道府県支部

にて同セミナーを計 766 回開催予定、延べ 37,705 人が受講予定 

 

 

〈研修・訓練等〉 

（１） 全国子ども会連合会 

① 開催済・予定 子ども会安全啓発初級指導者養成講習会 

平成 30 年 4 月 28 日等 

安全啓発初級指導者としての防災に関する素養と啓発力を高める。 

② 開催済 子ども会安全啓発中級指導者養成講習会 

平成 30 年 9 月 1 日等 

安全啓発中級指導者としての防災に関する素養と啓発力を高める。 

 

（２） 日本民間放送連盟 

① 開催済 第 22 回報道研修会 

平成 30 年 11 月 15・16 日、民放連会議室 

若手記者、ディレクター等向けに災害報道に関する分科会を開催 

② 予定 災害放送シンポジウム（仮称） 

平成 31 年 2 月 26 日、民放連会議室 

災害放送に関心の深いデスク・管理職クラス向けに平成 30 年度に発生した自然災害

におけるテレビ・ラジオの放送を振り返り、平成 30 年 7 月豪雨等の具体例から、加盟

各社が得た「教訓」「課題」を共有 
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（３） 日本医師会 

① 開催済 日本医師会ＣＢＲＮＥ災害研修会 

平成 30 年 4 月 4 日、日本医師会館  

日米の有識者によるＣＢＲＮＥ、都道府県医師会役職員、医療関係団体、官公庁、

地方自治体関係者向けのテロ災害に関する研修 

② 開催済 日本医師会ＪＭＡＴ研修会 

平成 30 年 10 月 14 日等、日本医師会館他 

医師、ロジスティックス担当者向けの日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）に関する

研修（災害医療概論、ＪＭＡＴ総論、情報共有、統括等） 

③ 開催済 南海トラフ大震災想定災害時情報通信訓練（衛星利用実証実験） 

平成 30 年 11 月 29 日 

JAXA、NICT、NTT ドコモ等の協力により、都道府県医師会、衛星等による TV 会議

を中心とした情報共有、ＪＭＡＴ派遣等の訓練 

 

（４） 日本歯科医師会 

開催済 「平成 30 年度災害歯科保健医療チーム養成支援事業」 

災害歯科保健医療体制研修会 

平成 30 年 12 月 1 日、2 日（東日本ブロック）、歯科医師会館 

平成 30 年 12 月 8 日、9 日（西日本ブロック）、歯科医師会館 

歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士、行政職、企業等向けの研修 

 

（５） 日本薬剤師会 

予定 安否確認訓練の実施 

 

（６） 日本防火・防災協会 

通年 防火防災管理講習事業 

市町村等からの要請を受けて全国 257 市区町村で防火防災管理講事業を実施予定

講習回数 755 回、受講者数 81,000 名程度 

 

（７） 全国地域婦人団体連絡協議会 

① 開催済 第 66 回全国地域婦人団体研究大会 

平成 30 年 10 月 4 日、岐阜県長良川国際会議場 

「女性が取り組む地域の災害危険チェックと改善」に関する分科会を開催 
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② 通年 あたらしい時代の“防災学習会” 

全国 44 カ所 

実践的な防災ネットワークの構築と新しい時代にふさわしい地域防災活動における

基礎知識を学ぶ。全国で約 3,900 人参加予定 

③ 通年 全国各地で行われるブロック会議の分科会 

婦人会・女性会の地域防災活動に関し、研究討議・講演会等を開催 

 

（８） 日本赤十字社 

開催済 日本赤十字社防災教育事業指導者養成研修 

赤十字防災セミナーの運営を中心的に担う指導者を養成するため、日本赤赤十字社

本社にて 2 泊 3 日の研修を実施。赤十字ボランティア及び日本赤十字社職員が

第 1 回（平成 30 年 6 月）は 45 名、第 2 回（平成 30 年 10 月）は 36 名が受講 

 

（９） 日本生活協同組合連合会 

開催済・予定 安否確認訓練 

平成 30 年 9 月 10 日、平成 31 年 3 月 

全国 22会員生協、約 18,000人の役職員を対象に大規模震災を想定した安否確認

訓練を実施 

 

 

〈設立組織〉 

（１） 日本経済団体連合会、経済同友会 

    開催済 防災経済コンソーシアム 

平成 30 年 3 月 23 日 

民間有志の業界団体の自律的な取り組みとして、内閣府の支援のもと「防災経済

コンソーシアム」を設立し、事業者の災害リスクマネジメント向上の取り組みを促進 

 

（２） 全国市長会 

開催済 防災対策特別委員会の設置 

第 1 回防災対策特別委員会 平成 30 年 8 月 30 日、全国都市会館大ホール 

第 2 回防災対策特別委員会 平成 30 年 11 月 15 日、全国都市会館第１会議室 

      

  



8 
 

（３） 日本学術会議、防災学術連携体 

開催済 第 1 回「防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」 

（日本学術会議防災減災学術連携委員会（第 24期・第 4回）と同時開催） 

平成 30 年 6 月 5 日、日本学術会議講堂 

学術と行政の平常時の連携を強めるとともに緊急時の連携を図るため、防災学術

連携体と防災に関する府省庁の担当者との連絡会を開催 

 

 

〈団体内での会合〉 

（１） 日本商工会議所 

開催済 会頭、専務理事、常務理事、理事・事務局長が下記のとおり、被災地を視察 

東日本大震災被災地視察 

平成 30 年９月 6 日～７日、いわき市、相馬市、南相馬市（原町区）、双葉郡 

平成 30 年 11 月８日～９日、宮古市 

平成 30 年 11 月 19 日、いわき市 

平成 30 年 12 月４日、釜石市 

平成 30 年 12 月７日、石巻市、塩釜市 

平成 30 年 12 月 10 日～11 日、大船渡市、気仙沼市 

平成 30 年 12 月 14 日、相馬市、南相馬市（原町区） 

 

（２） 日本労働組合総連合会 

開催済 被災 4 県（岩手・宮城・福島・熊本）地方連合会事務局長との意見交換 

隔月開催（約 1 時間／回） 

各被災地の現状報告、各種行動の検討及び情報共有 

 

（３） 全国知事会 

① 開催済 危機管理・防災特別委員会の開催 

平成 30 年 7 月 17 日 

「国難レベルの巨大災害に負けない国づくりをめざす緊急提言」など、国への提案・

要望事項についての協議を行うとともに、大阪府北部を震源とする地震及び平成 30 年

7 月豪雨についての緊急要望などについて報告 
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② 開催済 危機管理・防災特別委員会の開催 

平成 30 年 11 月 2 日 

被災者生活再建支援制度に関する見直し検討ワーキンググループの検討結果を

報告し、「被災者生活再建支援制度の充実と安定を図るための提言」を取りまとめ、

被災者生活再建支援基金への都道府県からの追加拠出について決議、平成 30 年

7 月豪雨に係る都道府県からの派遣職員などについて報告 

 

（４） 全国市議会議長会 

① 開催済 第 162 回建設運輸委員会、第 163 回建設運輸委員会 

平成 30 年 8 月１日、平成 30 年 11 月 13 日 

内閣府及び国土交通省から災害対策の取組等について説明を聴取し、その要旨を

全市区議会に送付  

② 開催済 正副会長が下記のとおり、被災地を視察 

東日本大震災被災地視察 

平成 30 年 10 月 11 日～12 日、釜石市、大船渡市、陸前高田市 

平成 30 年 7 月豪雨災害被災地視察 

平成 30 年 10 月 18 日、岡山市、倉敷市 

平成 30 年 11 月 1 日～2 日、東広島市、広島市、呉市 

平成 30 年 11 月 20 日～21 日、松山市、宇和島市、大洲市 

 

（５） 全日本中学校長会 

開催済 東日本大震災支援委員会 

平成 30 年 7 月 30 日～月 1 日、被災 3 県（岩手県、宮城県、福島県）訪問 

平成 30 年 7 月 30 日、岩手県、大槌町文化交流センター「おしゃっち」及び大槌町

立大槌学園（義務教育学校）訪問・懇談会、釜石鵜住居復興スタジアム視察 

平成 30 年 7 月 31 日、宮城県、仙台市立五城中学校及び仙台市立荒浜小学校訪

問・懇談会、名取市立閖上小中学校（義務教育学校）訪問・懇談会、震災遺構 

平成 30 年 8 月 1 日、福島県、浪江町立浪江中学校及び川俣町立山木屋小中学

校訪問・懇談会 
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（６） 全国市町村教育委員会連合会 

開催済・予定 日本防火・防災協会 

年 3 回開催される常任理事・理事会において、国の施策等を説明、各市町村教育

委員会における防災意識の醸成・向上を図る。 

「第１回常任理事・理事会」平成 30 年 4 月 13 日(金)、学士会館  

「第 2 回常任理事・理事会」平成 30 年 7 月 6 日(金)、学士会館 

「第 3 回常任理事・理事会」平成 30 年 10 月 18 日(木)、滋賀県・大津市  

「第 2 回副会長会議」平成 31 年 2 月 8 日(金)、学士会館 

   

（７） 日本防火・防災協会 

① 開催済・予定 女性防火クラブの活性化事業 

 「応急手当普及啓発推進全国会議」 

平成 30 年 10 月 5 日、千代田区、約 150 名が参加 

 「女性防火クラブ全国集会」 

平成 30 年 10 月 4 日、5 日、千代田区内、約 150 名が参加  

 「地域の女性防火クラブ員を対象とした救急講習会」 

全国 21 地区、約 2,000 名が参加 

 「市町村女性防火クラブ幹部防火防災地方研修会」 

全国 6 ブロック、約 650 名が参加予定 

 「女性防火クラブ地区大会・地区研修会」 

全国約 40 地区、約 12,000 名程度が参加予定 

 「全国婦人防火連合会総会」 

平成 31 年 1 月、千代田区内、約 45 名が参加予定 

② 開催済 少年消防クラブ活性化事業 

・ 「少年消防クラブ指導者交流会」 

平成 30 年 10 月 13 日、14 日、千代田区内、約 100 名が参加 

・ 「少年消防クラブ地区大会・地区研修会」 

全国 12 地区、約 10,000 名が参加予定 

③ 通年 幼年消防クラブ活性化事業 

・ 「幼年消防クラブ地区大会」 

全国約 40 地区、約 39,000 名が参加予定 
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④ 開催済・通年 自主防災組織育成事業 

・ 「全国自主防災組織リーダー研修会」 

平成 30 年 11 月 20 日、21 日、千代田区内、約 90 名が参加 

・ 「市町村自主防災組織指導者地方研修会」 

全国約 19 地区、約 2,000 名が参加予定 

・ 「地域防火団体の地区大会・地区研修会・指導者研修会」 

全国約 30 地区、約 95,000 名が参加予定 

 

（８） 全国連合小学校長会 

① 開催済 第 227 回理事会 

平成 30 年 5 月 22 日、福島県（浪江町立浪江小学校長）からの報告 

② 開催済 被災地訪問 

平成 30 年 8 月下旬、岩手県釜石市                              

平成 30 年 11 月 2 日、福島第一原子力発電所、福島県富岡町立小中学校 

 

（９） 日本生活協同組合連合会 

① 開催済 「全国生協 BCP 対策検討会幹事会」 

平成 30 年 7 月 25 日 

大阪北部地震、平成 30 年 7 月豪雨での被災地生協の対応や今後の防災課題について検討 

② 開催済 大規模災害対策連絡会 

関東甲信越、中部・近畿、中国四国、九州の各エリア 

参加生協間で、防災情報、災害時の相互支援・情報連携課題について検討 

 

 

〈展示〉 

（１） 日本労働組合総連合会 

開催済 震災を風化させない取り組み 

平成 30 年 3 月 11 日～4 月 14 日（集中期間を設定） 

地方ブロック（全国９ブロック）ごとにパネル展を開催 

     

（２） 日本放送協会 

開催済 こころフォト～忘れない～ 

平成 30 年 6 月 24 日、宮城県名取市 

平成 30 年 11 月 25 日、岩手県大槌町 

東日本大震災で失われた命の尊さを訴えるために、亡くなった大切な人への思い  

がつづられたメッセージと思い出の写真を展示 
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Ⅱ．平成 30 年度に作成した又は作成する予定の防災に関する普及啓発資料 

 

 

〈広報誌〉 

（１） 経済同友会 

① 月刊誌：広報誌「経済同友」（毎月約 10,000 部発行） 

会員企業、官公庁等へ配布 

 

（２） 全国子ども会連合会 

① 既刊書：「子ども会でまなぼうさい」 

継続的に使用、頒布 

 

（３） 日本消防協会 

① 月刊誌：普及啓発誌「日本消防」（毎月 9,500 部発行） 

消防団の活動、住民に対する訓練や予防活動等に関する情報を全国に発信

インターネットでバックナンバーを掲載 

URL： http://www.nissho.or.jp/contents/static/kikanshi/kikanshi-top.html 

② 年刊誌：普及啓発誌「守れ わがまち」（毎年 50,000 部発行） 

消防団の役割等を解説。高校の教材としても活用 

 

（４） 日本防火・防災協会 

① 地域防災に関する総合情報誌「地域防災」（隔月４万部発行） 

地域防災リーダー、一般向けに地域防災に関連した情報を提供。消防防災関係機関、

一般図書館や大学の図書館、マスコミに配布し、ホームページにも掲載 

URL： http://www.n-bouka.or.jp 

 

（５） 全国地域婦人団体連絡協議会 

① きかんし「全地婦連」（タブロイド判、月 1 回発行） 

各地での防災の取り組み、被災状況及び地域婦人会・女性会の支援活動等について

発信、バックナンバーはｗｅｂにも掲載 

URL： http://www.chifuren.gr.jp/ 

 

（６） 日本赤十字社 

① 小冊子：災害への備え 

災害・防災についての考え方、災害別の想定される被害、平時の備えに関する

一般向けの小冊子 
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〈マニュアル〉 

（１） 日本青年会議所 

資料名：災害時初動対応マニュアル２０１８ 

昨年のマニュアルに、西日本豪雨などの広域災害の経験を盛り込んで改訂 

 

（２） 全国知事会 

資料名：全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定 

総務省の「被災市区町村応援職員確保システム」や平成３０年７月豪雨への対応等を

踏まえて改訂 

 

（３） 日本医師会 

   資料名：救急蘇生法啓発資料 

 「救命の連鎖心肺蘇生携帯用のカード」、ポスター、ウェブサイト、市民向け 

 

（４） 日本消防協会 

   資料名：普及啓発誌「消防団幹部実務必携」（毎年約 6,300 部発行） 

住民に対する防火指導等に関する消防団員の指導員研修用資料 

 

（５） 全国地域婦人団体連絡協議会 

資料名：防災まちづくりチェックシート付き学習パンフレット 2018 年度版（A4 パンフレット 12 頁）  

防災学習会で配布、女性の視点で地域の防災力を高める。2018 年度版は、一般社団

法人日本ガス石油機器工業会と連携し、家庭用ガス機器使用時の注意事項及び

チェックリストを追記、改定 

 

（６） 日本赤十字社 

資料名：幼稚園・保育所向け防災教材「ぼうさいまちがいさがし きけんはっけん！」 

身の回りの危険に関して注意を喚起する、青少年赤十字加盟幼稚園・保育所（全国

約 1,660）向け教材 
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〈WEB〉 

（１） 日本経済団体連合会 

資料名：経団連ＳＤＧｓ特設サイト 

ビッグデータを活用した水害リスク情報の提供など、ＳＤＧｓの目標 11「住み続けられる

まちづくりを」等に資する、経団連会員企業各社の取り組みを紹介 

URL： https://www.keidanrensdgs.com/ 

 

（２） 日本青年会議所 

資料名：国土強靱化委員会ホームページ 

委員会の運動・活動について発信 

URL： http://www.jaycee.or.jp/2018/org/kokudo/ 

 

（３） 全国市長会 

  各都市への情報提供 

国等の防災に関する取組について、各都市へ情報提供 

URL： http://www.mayors.or.jp/ 

 

（４） 全日本中学校長会 

東日本大震災に関する教育関係資料（避難所運営の記録、中学校の防災計画、

震災時の対応記録等）をホームページの会員限定ページに掲示 

URL： http://www.zennichu.com/activity03-shinsai.php 

 

（５） 日本学術会議、防災学術連携体 

7 月 9 日にホームページに豪雨災害のページを開設 

URL： http://www.janet-dr.com/050_saigaiji/2018/050_2018gouu.html 

 

（６） 日本放送協会 

資料名：NHK オンライン 「ＮＨＫ そなえる防災」 

台風や大雨への備えやレーダーによる豪雨予測の特徴などを伝える 20 余りのコラムを掲載 

URL： https://www.nhk.or.jp/sonae/ 

 

（７） 日本新聞協会 

災害対策特別委員会報告書を新聞協会会員社サイトに掲載、周知 

URL： https://www.pressnet.or.jp/ 
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（８） 日本歯科医師会 

災害歯科医療対策や避難所掲示・配布用ポスターなどを掲載、発信 

URL： http://www.jda.or.jp/dentist/disaster/ 

 

（９） 全国社会福祉協議会 

    被災者支援・災害ボランティア活動者向けの留意事項や被災地におけるボランティア

募集情報等を掲載、発信。映像レポート「未来へつなぐ～東日本大震災後の福祉の

取り組み」を同ウェブサイト上で公開 

 URL： https://www.shakyo.or.jp/bunya/saigai/touhokuzisin/index.html 

 

（１０） 日本防火・防災協会 

    資料名：ネット情報提供事業 

防火ネットニュースとインターネット・メールマガジンを毎月配信し、防火防災に関する

情報や幼少年消防クラブ、女性（婦人）防火クラブ等の最近の活動状況などについて、

情報提供 

URL： http://www.n-bouka.or.jp 
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Ⅲ．平成 30 年度に政府その他の防災関係機関が実施する、防災意識の 

醸成・向上を図るための事業等への協力 

 

 

〈防災推進国民大会２０１８関係〉 

（１） 経済同友会 

会員への開催周知 

 

（２） 日本労働組合総連合会 

災害時に日本労働組合総連合会が被災地等で行った救援ボランティアを紹介する

ブースを展示 

 

（３） 日本青年会議所 

オープニングセッション・ハイレベルパネルディスカッションに登壇 

 

（４） 全国子ども会連合会 

   子ども会で取り組んでいる内容と手法に関連するプレゼンブースを展示 

 

（５） 日本学術会議、防災学術連携体 

    セッション「あなたが知りたい防災科学の最前線－首都直下地震に備える－」を主催

（日本学術会議防災減災学術連携委員会及び防災学術連携体）、同テーマでプレゼン

ブースを展示 

セッション「災害からあなたを守る科学技術との対話」を主催（日本学術会議科学技術

を生かした防災・減災政策の国際的展開に関する検討委員会・同土木工学・建築学

委員会 IRDR 分科会）。 

 

（６） 日本放送協会 

オープニングセッション・ハイレベルパネルディスカッションに登壇 

 

（７） 日本医師会 

セッション「災害医療対策から見た“レジリエンス”の強化」を主催 

ポスターセッションに出展 

 

（８） 日本薬剤師会 

日本薬剤師会が保有するモバイルファーマシー（災害対策医薬品供給車両）を 2 台

展示し、災害時の薬剤師の活動を広報  
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（９） 日本看護協会 

東北大学災害科学国際研究所主催のセッション「災害と保健・医療連携フォーラム 

～災害にあっても健康で乗り切る！～」及びクロージングセッションに登壇 

 

（１０） 全国社会福祉協議会 

オープニングセッション・ハイレベルパネルディスカッションに登壇 

全国災害ボランティア支援ネットワーク（JVOAD）主催のセッション「見せます!「情報

共有会議」・災害支援のコーディネーション」に登壇 

開催及び出展募集に関する広報 

 

（１１） 日本消防協会 

オープニングセッションで登壇 

セッション「将来の地域防災の担い手育成」を主催 

 

（１２） 全国消防長会 

消防車両等の防災展示 

 

（１３） 日本防火・防災協会 

オープニングセッションで登壇 

セッション「将来の地域防災の担い手育成」を主催 

 

（１４） 日本障害フォーラム 

セッション「多様性のある地域の防災は、何かがイイ」に登壇 

 

（１５） 全国地域婦人団体連絡協議会 

   加盟団体への参加呼びかけ 

 

（１６） 日本赤十字社 

クロージングセッションに登壇 

セッション「被災地の復興支援から将来のレジリエンス強化に向けて」を主催 

ポスターセッション「日本赤十字社が取り組む防災・減災 ―赤十字防災セミナーの

ご紹介―」出展 

ワークショップ「災害が起きた時に・・・私ができること、地域でできること」を主催 

 

（１７） 日本財団 

セッション「だれひとりとりのこさない防災」を主催 
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（１８） 日本生活協同組合連合会 

セッション「生協を利用して家庭で手軽にできる防災力アップ!」を主催 

 

 

〈津波の日関係〉 

（１） 日本歯科医師会 

都道府県歯科医師会に内閣府作成の「津波防災の日」「世界津波の日」（11 月 5 日）

啓発ポスター配付、歯科医師会館内への掲示 

 

（２） 日本薬剤師会 

都道府県薬剤師会に内閣府作成の「津波防災の日」「世界津波の日」（11 月 5 日） 

啓発ポスター配付、掲示を依頼、地域薬剤師会を通じて会員に啓発 

 

（３） 全国社会福祉協議会 

本会関係団体への周知 

  

（４） 日本防火・防災協会 

内閣府作成のポスターを各道府県の女性防火クラブ連絡協議会会長の自宅及び 

事務局に送付 

 

 

〈その他セミナー関係〉 

（１） 日本経済団体連合会 

開催済 四川大地震 10 周年防災シンポジウム 

平成 30 年 5 月 28 日、於中国四川省成都 

主催：外務省・中国四川省政府ほか、協力内容：シンポジウムに登壇 

 

（２） 全国知事会 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

平成 30 年 11 月 22 日～平成 32 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 
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（３） 全国市長会 

① 開催済 全国防災・危機管理トップセミナー 

平成 30 年 6 月 6 日 

共催：内閣府（防災）及び消防庁、協力内容：本会協賛 

② 開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

平成 30 年 11 月 22 日～平成 32 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（４） 全国町村会 

① 開催済 第３回災害時の連携を考える全国フォーラム 

平成 30 年 6 月 12 日～13 日、国際ファッションセンター 

主催：全国災害ボランティア支援団体ネットワーク、協力内容：後援 

② 開催済 全国防災・危機管理トップセミナー 

平成 30 年 7 月 4 日、全国町村会館 

主催：内閣府（防災）及び消防庁、協力内容：運営協力 

③ 開催済 第８回自治体災害対策全国会議 

平成 30 年 11 月 6 日～7 日、兵庫県公館 

主催：自治体災害対策全国会議実行委員会、協力内容：後援 

④ 開催済 地域防災力充実強化大会 in 徳島 2018 

平成 30 年 11 月 13 日、アスティとくしま 

主催：消防庁、徳島県、徳島市、公益財団法人徳島県消防協会、協力内容：後援 

⑤ 開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

平成 30 年 11 月 22 日～平成 32 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（５） 全国都道府県議会議長会 

開催済 地域防災力充実強化大会 

 平成 30 年 11 月 13 日 

 協力内容：後援 

 

（６） 全国市議会議長会 

開催済 地域防災力充実強化大会 

平成 30 年 11 月 13 日 

協力内容：後援 
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（７） 日本ＰＴＡ全国協議会 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

平成 30 年 11 月 22 日～平成 32 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災）、国立研究開発法人

防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（８） 全国都道府県教育委員会連合会 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

平成 30 年 11 月 22 日～平成 32 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災）、国立研究開発法人

防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（９） 日本消防協会 

① 開催済 地域防災力充実強化大会 

平成 30 年 11 月 13 日、徳島県徳島市 アスティー徳島 

主催：消防庁、徳島県、徳島市、徳島県消防協会、協力内容：後援 

② 開催済・予定 地域防災力向上シンポジウム 

9 月以降 3 回、主催：消防庁、協力内容：後援 

 

（１０） 日本防火・防災協会 

開催済 少年消防クラブ全国交流会 

平成 30 年 8 月 1 日～8 月 3 日 

主催：総務省消防庁、千葉県浦安市、協力内容：運営に協力・支援 

 

（１１） 日本赤十字社 

開催済・予定 2019 年度防災教育チャレンジプラン 

平成 30 年 11 月 22 日～平成 32 年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 
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〈水防月間等への協力〉 

（１） 全国町村会 

① 開催済 水防月間 

平成 30 年 5 月 1 日（火）～5 月 31 日（木） 

主催：国土交通省、内閣府、都道府県、水防管理団体、協力内容：後援 

② 開催済 土砂災害防止月間 

平成 30 年 6 月 1 日（木）～6 月 30 日（金） 

主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 

③ 開催済 海岸愛護月間 

平成 30 年 7 月 1 日（土）～7 月 31 日（月） 

主催：国土交通省、都道府県、市町村、協力の内容：後援 

 

（２） 日本新聞協会 

① 開催済 水防月間 

平成 30 年 5 月 1 日～5 月 31 日 

主催：国土交通省、内閣府、都道府県、水防管理団体、協力内容：後援 

② 開催済 土砂災害防止月間 

平成 30 年 6 月 1 日～6 月 30 日 

主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 

③ 開催済 雪崩防災週間 

平成 30 年 12 月 1 日～7 日 

主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 
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Ⅳ．その他、自助、共助の活動 

 

 

〈被災者支援〉 

（１） 日本経済団体連合会 

北海道胆振東部地震、大阪府北部地震、平成 30 年 7 月豪雨、台風 21 号等の被災地

支援や募金などを、経団連「1％クラブ」を通じて呼びかけ 

 

（２） 日本労働組合総連合会 

平成 30 年 7 月豪雨の被災地支援 

日本労働組合連合会本部は「西日本災害豪雨情報センター」を開設、被災状況を

把握、都内街頭での緊急カンパの実施、各地方連合会は近隣地域からボランティア

を派遣 

 

（３） 全国連合小学校長会 

平成 30 年 7 月豪雨の被災地（広島県、岡山県、愛媛県）へ義援金を送付 

 

（４） 全日本中学校長会 

平成 30 年 7 月豪雨災害の被災地（広島県・岡山県・愛媛県）へ見舞金を送付 

 

（５） 日本医師会 

平成 30 年 7 月豪雨の被災地へ JMAT（日本医師会災害医療チーム）を派遣 

 

（６） 全国地域婦人団体連絡協議会 

平成 30 年 7 月豪雨の被災地（島根県、岡山県、広島県、愛媛県）加盟団体に支援

金を送付 

北海道の加盟団体に対し、北海道胆振東部地震に対する見舞金を送付 

 

（７） 日本生活協同組合連合会 

全国 47 都道府県・715 市区町村と緊急時における物資供給等に関する協定等の

締結（平成 30 年 4 月現在） 

全国の生協を通じて西日本豪雨緊急支援募金を呼びかけ、10 府県等へ寄付を送付 
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〈研究調査〉 

（１） 日本放送協会 

ＮＨＫ放送文化研究所は、平成 29 年 7 月九州北部豪雨の被災者への調査に基づき、

避難行動や情報伝達をめぐる課題等に関する論文を「放送研究と調査」（2018年11

月号）に掲載 

 

（２） 日本医師会 

救急災害医療対策委員会において、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）の体制

整備その他、救急災害医療対策について検討を実施予定 

    

（３） 日本歯科医師会 

「災害歯科保健医療連絡協議会」を設置し、歯科医療関係団体が災害発生時に

果たす役割を行動指針として取りまとめ、情報共有 

 

（４） 日本新聞協会 

新聞協会災害対策特別委員会は各社の BCP、災害・障害発生時の相互援助協定

の現状等を調査し、情報共有 

 

 

〈その他〉 

（１） 日本経済団体連合会 

国全体としての防災・減災対策及び地域基盤強化に関する基本的な考え方や、

企業におけるＢＣＰ／ＢＣＭの推進、防災・減災技術の開発・普及について提言 

 

（２） 全国都道府県教育委員会連合会 

防災教育に関する関係機関へ要望 

 

（３） 全国社会福祉協議会 

都道府県・市区町村社会福祉協議会における災害ボランティア活動支援に関する

取り組みへの支援・協力、被災地におけるボランティア活動の実施状況に関する

広報・情報提供、民生委員・児童委員による災害時要援護者支援活動の普及等に

関する支援・協力、社会福祉法人・福祉施設による防災や福祉避難所支援に関する

取り組みへの支援・協力等 
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（４） 日本消防協会 

地域の防災活動プランづくりの推進、ラジオ番組「おはよう！ニッポン全国消防団」の

放送、消防団防災学習車両の交付事業（平成 30 年度 10 台交付予定） 

 

（５） 全国地域婦人団体連絡協議会 

   全国加盟団体 47 都道府県＋川崎市の地域婦人会・女性会において活動 

 

（６） 日本赤十字社 

   マンション管理会社と協働し、日本赤十字社の有する高齢者支援・防災のノウハウを

提供予定 


